ほぼ週刊コラム　Partnership論　その１４７
シリーズ：『米国Partnership税制勉強会』の振り返りと準備
第十二回勉強会（年表項目8：1986年Economic Justice for All出版）の準備（５）：
ニッポンは、憲法九条で明確に、nationとしてもstateとしても戦争放棄したのだから、nationまたはstateとしてcollective self defenseすることは出来ないはずだ。
2015.06.24　rev.4　齋藤旬
　なぜ、just war論とpartnership論は一体なのですか。イマイチ分かりません。もう一度説明して下さい。･･･というリクエストが来た。
お答えしよう、と言いたい所だが、実はこの両論一体理論整備は、21世紀西洋社会論の一大集大成なのであって、西洋世界の哲学者、聖職者、政治家、経済学者、社会学者、実業家等々が、いや、もっと正確に言えば、全ての西洋人が議論真っ最中のテーマだ。だから、未だまとまった教科書も無ければ全体を俯瞰した論文も存在しない。唯一あるとしたら、根本思想を論じたVatican1991年論文のCentesimus Annusだけだろう。

私は世紀の変わり目辺りからこの研究を始めてかれこれ15年以上になるが、どうやらそういうことらしい。だから、シッカリとお答えすることは出来ない。
ただ、ザックリとした所は述べよう。just war論とpartnership論をつなぐkeywordは、collective goods。違いは、partnershipはcollective goodsを全般的に大事にし、just warはessentialなcollective goodsを大事にする。どちらも、rationalというよりirrationalな人間活動であり、それに従事する人間達の気迫（spirit）、あるいは経済学者サミュエルソンが言う所のmysterious collective mind（コラム１４４）が原動力となる人間活動だ。
もしcollective goodsを選り分けてinnovationの種を活用したいならば、partnershipの仕組みは欠かせない。しかしそれだけが必要とされるのではない。collective goodsの中にどうしても紛れ込んでしまうfalseでerroneousな「癌細胞」に対処するために、普段から「免疫力」を高めて早期発見早期治療の警戒を怠ってはいけないのは当然として、最も重要なのは、万が一、癌が増殖してしまった場合に備えて、just warもまた避けて通れないと覚悟しておかなければならないことだ。
just war論＋partnership論の一体論を体系化した教科書は未だ存在しないけれども、ザッと骨子を述べてくれと言うなら、こんなところだろう。
実際は、理論よりも現実の方が、遙かに先行して変化を進めている。1989年ベルリンの壁崩壊、1991年ソ連崩壊、その後の展開はめまぐるしい。ザッと言えば、(1) 1990年代と2000年一桁時代に北米欧州間つまりTrans-Atlanticな変化が起こり、(2) 2000年一桁後半から現在にかけて北米アジア間つまりTrans-Pacificな変化が起こり始めた、という状況だ。
(1)は「西洋文明の復活」「freedomの復活」と言えるし、(2)は「アジアの最新西洋化、freedom化」と言えるかもしれない。また、これら「変化」の推進者は米国とVaticanと言って良いだろう。米国が表立つ推進者で、Vaticanが裏方の推進者だ。Vaticanが根本の思想整備を進め、米国が細則づくりと普及と実践に努める。（最近はドイツが、米国とVaticanを補佐している…。
）ただ、根本思想や理論整備が、現実変化に追いついていない。
現実の主だった出来事を言えば、(1)では、ソ連の影響下にあった東独やポーランドの経済を立て直すために、冷戦終結後、Trans-Atlantic Partnership作りが進み、同時に統一ドイツの軍備再拡張が進んだ。東独等の経済立て直しの具体例としては、たとえば、音楽家シューマンやバッハが活躍した旧東ドイツの風光明媚なザクセン州に、米国のAMDとオランダのASMLと、ドイツのCarl Zeiss --- ベルリンの壁崩壊後にその発祥の地であるイエナ（旧東独）に再集結したCarl Zeiss（コラム１２）とが中心となって、AMD LLC & Co. KGという英語とドイツ語がチャンポンになった組織名を持つ、最新鋭半導体製造工場（俗称はDresden Fab-30）が作られたのが20世紀の終わりの頃。
軍備再拡張の例としては、「共通善」と「人間の尊厳」を基本にして練り直しが進む統一ドイツ憲法（正確には基本法）にある「防衛」の意味が、1994年に統一ドイツ連邦憲法裁判所で、「統一ドイツ軍が国連の多国籍軍などと行動を共にして、世界中のどこであれ広い意味でのドイツの安全を守るために必要な行動をとること」
を指す、と解釈が拡大された。
　(1)の期間に、(2)の「アジアの最新西洋化、freedom化」の準備が、着々と進んだ。つまり、冷戦終結後に統一ドイツに整備されたような最新鋭の西洋流憲法をアジアの国々に持たせようとの動きが、(1)の「東欧の再西洋化」の裏で着々と進んだ。具体的にはアジア諸国に「共通善」と「人間の尊厳」を基本にした西洋流最新憲法を導入させようという動きが活発化した。
　コラム８８で示したように、2004年に中国にもたらされた中国憲法は、そういった「西洋流最新憲法」の典型例だ。
　この最新憲法で何よりも中国経済が刷新された。2004年中国憲法によって、中国には経済主体として従来からのState-owned enterprises（国営企業）のほかに、新たにその名もズバリCollective economic organizationsが導入された。中国政府が正式に公表している英語版中国憲法のArticle 17を読んで、皆さんシッカリと確認しておいて頂きたい。
　しかしドイツと違って負の副産物もあった。即ち西洋は、中国にpartnership経済を教えることには積極的に取り組んで大成功を収めたと言えるが、それと不可分のjust war論までは正確に伝授出来なかったようだ。中国の軍備拡張に、G7は手を焼いている状況だ。
　(2)の「アジアの最新西洋化」にとって本来は肝心要（かんじんかなめ）であるはずのニッポンは、といえば…。これはもう説明は必要ないだろう。
70年前の憲法、それも、せっかくマッカーサー達が当時としては驚異的に冷戦終了後の21世紀社会を見越した、素晴らしいマッカーサー憲法原案を日本に与えてくれたのに、恣意的にかどうかは知らないが肝心な所を誤訳だらけにし、潜在的に「癌化」させた憲法。これを持ったまま、TPP議論や集団的自衛議論をするものだから、例えるなら、掛け算九九も覚束ないのに微分積分を論じようとする様な、シッチャカメッチャカになっている。
･･･さて、just war論＋partnership論関連の話題はこの位にして…。
誤訳憲法とケチをつけた現行日本国憲法にも、素晴らしい所があるという話をしよう。憲法九条「戦争放棄」。潜在的に癌化した憲法の最後の「安全装置」だ。即ち今週の本題：「ニッポンは、憲法九条で明確に、nationとしてもstateとしても戦争放棄したのだから、nationまたはstateとしてcollective self defenseすることは出来ないはずだ。」という話をする。　前置きに二頁も使ってしまった。スミマセン。
　
まず、当コラムで未だ説明していないstateとnationの違いについて述べてみたい。nationとstateというどちらも「国」と和訳される二つの言葉が、西洋では異なる意味を持つ。ザッとしたことを述べるなら、「nationとstateの違い。それは、構成員一人一人のpersonalityが感じられるかどうか。感じられるのがnation、感じられないのがstate。」と言った所だ。
なお、いつものonline etymology dictionaryによる語源調べは、nationとstateに関して英文のまま９頁に載せたので参考にされたい。
　実はまだ「違い」は明確ではない。西洋においてもstateとnationは、「異なる」という意識は定まっているが、その詳細は未だ明確とは言えない。定義が、stateはほぼ定まったがnationが定まっていないのだ。

googleで”difference between state and nation”と検索すれば約25,000件もヒットする。
おしなべて言えば、stateはlexつまりlegalによって定まったentityであり、日本の高校現代社会教科書で習う様に、それは近代西洋において形成された概念であり、領域・人民・主権がその三要素だ　という具合にほぼ統一された定義が出来ている。
他方、nationはsocial, cultural, psychological, emotional, religiousなunity of peopleであってその定義は漠としたものしか存在しない。stateはartificial且つrationalであり、nationはnatural且つirrationalだ。だからstateはハッキリと定義できるがnationについては「これが定番」という定義は存在しない。

このあたりが日本に「集団的自衛とは何だ？」という混乱を招いている遠因でもあるのだが…。ここでは現時点で私が掴んでいる事を整理しておく。読者には、「（定義がハッキリしないが）nationであるというならば守るべきessential collective goodsを持っていることが強く想定されるのでcollective self defenseを行って良いあるいは行うべきだが、他方、stateであるというだけでは守るべきessential collective goodsを持っているかどうかハッキリしないのでcollective self defenseを行って良いかどうか定まらない」と西洋は考えている事を、掴んで頂きたい。

ただ、憲法九条「戦争放棄」によって日本はstateとしてもnationとしてもcollective self defenseは出来ないことになっている。このことを説明しよう。
　現行日本国憲法第九条「戦争放棄」：

1.　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。

2.　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。
･･･この和文条文では、nationとstateの使い分けがハッキリしないが、その公式英訳では：
“Aspiring sincerely to an international peace based on justice and order, the Japanese people forever renounce war as a sovereign right of the nation and the threat or use of force as means of settling international disputes. 
In order to accomplish the aim of the preceding paragraph, land, sea, and air forces, as well as other war potential, will never be maintained. The right of belligerency of the state will not be recognized.”
　またマッカーサー憲法原案でも憲法8条が戦争放棄（Renunciation of War）であり：
Article VIII. War as a sovereign right of nation is abolished. The threat or use of force is forever renounced as a means for settling disputes with any other nation.

 No army, navy, air force, or other war potential will ever be authorized and no rights of belligerency will ever be conferred upon the State.

　･･･となっていて、日本はnationとしてもstateとしても戦争放棄していることが明確になっている。なお、現行憲法にもマッカーサー憲法原案にも採用されたrights of belligerency（戦争に関する権利、交戦権）という英語表現は、米国カトリック司教団のThe Challenge of Peace (1983）の84段落と100段落にある様に、Jus ad Bellum（戦争を開始するjustice）とJus in Bello（戦時におけるjustice）とを意味する。
日本stateおよび日本nationには、Jus ad BellumもJus in Belloも無い。だから例え受動的に戦争に巻き込まれたとしても、nationないしstateとしての日本には、武力行使に関する権利というか正当性というかjusticeが一切無いことが明確に規定されていると言える。

日本はstateとしてもnationとしてもcollective self defenseをjustify出来ないことが憲法九条によって規定されていると言える。
ただし日本人であっても、stateともnationとも異なり、且つ、何らかの守るべきessential collective goodsを持つcollectiveが存在する場合、その構成員のthe right of belligerencyないしjustice of collective self defenseをimpairするものではないはず --- このことは結論部で述べる。
　なおここで、「日本には集団的自衛権がある」と主張する人達の拠り所であるCharter of the United Nations（国連憲章）第51条「個別的又は集団的自衛」も見ておこう。それは：
Article 51

Nothing in the present Charter shall impair the inherent right of individual or collective self-defence if an armed attack occurs against a Member of the United Nations, until the Security Council has taken measures necessary to maintain international peace and security. Measures taken by Members in the exercise of this right of self-defence shall be immediately reported to the Security Council and shall not in any way affect the authority and responsibility of the Security Council under the present Charter to take at any time such action as it deems necessary in order to maintain or restore international peace and security. 
第51条

この憲章のいかなる規定も、国際連合加盟国に対して武力攻撃が発生した場合には、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置をとるまでの間、個別的又は集団的自衛の固有の権利を害するものではない。この自衛権の行使に当って加盟国がとった措置は、直ちに安全保障理事会に報告しなければならない。また、この措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持または回復のために必要と認める行動をいつでもとるこの憲章に基く権能及び責任に対しては、いかなる影響も及ぼすものではない。

ご覧の様に和訳では、a Member of the United Nationsが国際連合加盟国という具合に二度も「国」を使っているし、nationが付いていないMembersの和訳に加盟国とわざわざ「国」を付加しているので、何気なく読んでしまうと分からないけれども、本来のCharter of the United Nations第51条は、a nationのindividual self defenseとnation間のcollective self defenseをimpairしない（減損しない、害さない）と言っているのであり、stateやstate間については特に規定したものではない事に注意されたい。
では、state間にlegitimateなcollective self defenseは成立するのか？　考察しよう。その準備としてまず…。
　Just War論の根本原則である「The Principle of Legitimate Self-defense」を説明する。legitimateはしばしば「正当な」と誤訳されるので、正当防衛の原則と呼ばれる様だが、何度も言う様に西洋には「正しい」と判断する規範がrighteousnessとjusticeと二種類あって、righteousness⊃justiceの関係にある、またrighteousnessは人知を超越している、と考えている。legitimateは、justiceの規範から見て「正しい」のであってrighteousnessの規範から見て「正しい」とされたのではないことに注意しよう。
　「哲学者、聖職者、政治家がjust war論を整備した」とのオバマのノーベル平和賞受賞講演（2009）をコラム１４３で紹介したが、哲学者、政治家がrights to collective self defense（集団的自衛権）と言うことはあっても、聖職者がrights to collective self defenseと言うことは、カトリック神学者はもとより、オバマが好むラインホルド・ニーバーの様なプロテスタント神学者であってもあり得ない。聖職者ならば、legitimate, just, due, entitledなどが、self defenseとcollective self defenseの形容詞として許容できる範囲だろう。
　なお、self defense、collective self defenseがlegitimateとなる要件については、USCCBのThe Challenge of Peace (1983）71-79段落をご覧頂きたい。
　just warとはlegitimate self defenseの範囲に限られている。例えば、侵略目的の戦争は絶対にjust warとはならないし、自分達のterritoryを超えて他領域に踏み込む場合は、そこに自分達と共通のreal, relevant and personal なessential collective goodsを持つ人々が存在していてその人々ないしそのessential collective goodsが危険にさらされている場合にのみ、legitimate collective self defenseが成立可能となり、その行為はjust warとなりうる。
　繰り返すがjust war論では、rights to collective self defenseという概念はあり得ない。あり得るのはlegitimate, just, due, entitledなcollective self defenseだけだ。

西洋では、守るべきessential collective goodsが有ると想定できるnation間ならばlegitimateなcollective self defenseが成立可能だ。しかしその様なessential collective goodsが必ずしもその要件に含まれないstate
の間では、legitimateなcollective self defenseを常に見いだすとは言えない。これが先程の「state間にlegitimateなcollective self defenseは成立するのか？」に対する答えだ。
先週説明したように、state間にlegitimate collective self defenseを成立させるためには、今月初旬のドイツElmau G7が行った様に、或るessential collective goodsを共有することを確認しておかなければならない。
　先週、「日本は守るべきessential collective goodsをG7西洋と共有していることを確認できないのだから、G7西洋国家とのcollective self defenseをjustifyすることは出来ない」と述べた。ここでは別の角度から、即ち、不完全ではあるがnationとstateの意味の違いの知見から、日本はlegitimate collective self defenseを行えるか再度考えてみよう。
　長々と議論したが、国連憲章で何がimpairされていまいが、just war論で何が許されていようが、日本の場合、それらに優先する憲法九条「戦争放棄」があるので、話は簡単だ。
　そもそも現行憲法第九条「戦争放棄」で、日本はstateとしてもnationとしてもwar as a sovereign rightないしrights to belligerencyを放棄しているのだから、日本stateないし日本nationは、legitimate collective self defenseをすることが出来ない。
　しかし3頁目冒頭にも書いたが、日本人というか日本に国籍を置く者であっても、stateともnationとも異なり、且つ、何らかの守るべきessential collective goodsを持つcollectiveが存在する場合、その構成員のthe right of belligerencyないしlegitimacy of collective self defenseを、現行憲法第九条「戦争放棄」はimpairするものではないはず。
日本の現状から見ると、ここからの話は夢のような話になるが…冗談でなく、昔懐かし「サンダーバード国際救助隊」の様な、stateからもnationからも独立した部隊ならば、現行憲法第九条「戦争放棄」の下でも日本社会は持つことが許容されているはずだ。
　日本社会はnon-stateとしてlegitimate collective self defenseを行える。私が研究しているpartnership経済を、これも夢のような話だが、将来日本に導入する準備としても、日本stateによる集団的自衛よりも「サンダーバード国際救助隊」の様なnon-stateなcollective self defenseの方が、西洋社会から要請されているのだと思う。
より具体的に言うと、NGO（non-governmental organization）で「サンダーバード国際救助隊」の様な平和部隊を作るのが良いと思う。
殺傷能力がある武器は持たない。パラライザー（麻痺銃）やスタンガンの様な相手の行動を一時的に止める武器しか持たない。隊員の身の安全は、防弾チョッキに使われる銃弾を通さないケブラー繊維などで全身を覆うスーツあるいはロボット・スーツを作るなどして出来る限り守る。あるいは、危険な場所には殺傷能力を持たない無人のロボットを投入する。そんな平和部隊を作るのが良いと思う。今の「日本国家が統率する自衛隊」を、順次、これに改組するのも十分に「あり」な話だと思う。
平成24年以降の日本では、「年3000円以上の寄付者が100人以上」のNPOは、認定NPOになることができ、寄付金を寄付者は所得控除できる。つまり、所得税の一部を使途指定納税できる。これも活用して検討する。･･･なんて所から少しずつ始めるのは、いかがだろうか。
以上のようなnon-stateなcollective self defenseを行うことならば、日本は要請されているのではないか。なぜならば．．．。

冒頭で述べたように、partnershipもcollective self defenseもその本質は同じだ。collectively in kindなcollective goodsを大事にするのが両者の本質だ。
現在の日本人および日本社会は、partnershipもcollective self defenseも理解できないし、従って、実行することは更に出来ない。理解し実行するためには、基礎知識、例えばfreedomとliberty、common goodとpublic welfare、righteousnessとjustice、sinとguilt、collective goodsとprivate goods、collective goodsとpublic goods、iusとlex、などなどの違いが分かる基礎知識がまず必要だ。
将来これらが分かったとして、日本がpartnershipとcollective self defenseを実行可能となったならば、西洋が日本に要請する順位は、一位：partnership経済導入による経済立て直し、二位：partnership活動成立に最低限必要なcollective self defense、だと思う。
partnership活動成立に最低限必要なcollective self defenseとは、それは、日本stateないし日本nationによるcollective self defenseではなくて、当該partnershipとその関連partnership達による、小規模なcollective self defenseであるはず。従って、partnership活動を開始できていない現在の日本に、stateによる大規模なcollective self defenseを行うことが要請される理由は無い。
確かに、partnership論は吸収したのにjust war論をキチンと吸収しなかった中国、それなのに軍備拡大を続ける中国を、牽制する役目を日本に負わせたいとG7西洋社会は考えているだろうが…。
今は先ず、上で述べた様な小規模なcollective self defenseを、non-stateおよびnon-nationとして行うことから始めるのが良いだろう。始めれば案外、日本人は習得が速いかもしれない。世阿弥ではないが、型より始めて心を会得するかもしれない。思ったよりも早く、nationとしてあるいはstateとして、essential collective goodsを有していると自信を持って言えるようになり、legitimate collective self defenseができるようになるかもしれない。もしそうなったらば、1994年のドイツのように、そのessential collective goodsをキチンと憲法に組み込み、その様に整備し直した憲法の「防衛」あるいは「自衛」の意味を解釈しなおすことも視野に入ってくるかもしれない。
もちろん、それでも、「日本はどんな組織単位でも、相手を殺める様なことは絶対にしない。武力による戦争は永久に放棄する」とするのもありだと思う。日本としてのlegitimate collective self defenseの新たな姿を、G7西洋が考えている様な姿とは別に、新たに提案するのは「あり」だと思う。私個人としては、こっちの方が好みに合っている。
しかし兎に角今、憲法九条により明確に、stateとしてnationとしての日本は、G７が論じている様なcollective self defenseを行うことは禁じられている。このことは、火を見るよりも明らかだ。
今週は以上。来週も請うご期待。
nation (n.) 

c. 1300, from Old French nacion "birth, rank; descendants, relatives; country, homeland" (12c.) and directly from Latin nationem (nominative natio) "birth, origin; breed, stock, kind, species; race of people, tribe," literally "that which has been born," from natus, past participle of nasci "be born" (Old Latin gnasci; see genus). Political sense has gradually predominated, but earliest English examples inclined toward the racial meaning "large group of people with common ancestry." Older sense preserved in application to North American Indian peoples (1640s). Nation-building first attested 1907 (implied in nation-builder).
state (n.2) 

"political organization of a country, supreme civil power, government," c. 1300, from special use of state (n.1); this sense grew out of the meaning "condition of a country" with regard to government, prosperity, etc. (late 13c.), from Latin phrases such as status rei publicæ "condition (or existence) of the republic." 
The sense of "a semi-independent political entity under a federal authority, one of the bodies politic which together make up a federal republic" is from 1774. The British North American colonies occasionally were called states as far back as 1630s; the States has been short for "the United States of America" since 1777; also of the Netherlands. State rights in U.S. political sense is attested from 1798; form states rights is first recorded 1858. Church and state have been contrasted from 1580s. State-socialism attested from 1850.

� 最近� HYPERLINK "http://www.amazon.co.jp/%E3%82%A8%E3%83%B4%E3%82%A1%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%AA%E3%82%AB%E3%83%AB%E3%82%BA-%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%A4%96%E4%BA%A4%E3%82%92%E5%8B%95%E3%81%8B%E3%81%99%E3%82%AD%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88%E6%95%99%E7%A6%8F%E9%9F%B3%E4%B8%BB%E7%BE%A9-%E3%83%92%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%AA%E3%82%AB%E3%83%AB%E3%83%BB%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%87%E3%82%A3%E3%83%BC%E3%82%BA11-%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%83%BBR%E3%83%BB%E3%82%A2%E3%83%A0%E3%82%B9%E3%82%BF%E3%83%83%E3%83%84/dp/4778314131/ref=sr_1_1?ie=UTF8&qid=1435022983&sr=8-1&keywords=%E3%80%8E%E3%82%A8%E3%83%B4%E3%82%A1%E3%83%B3%E3%82%B8%E3%82%A7%E3%83%AA%E3%82%AB%E3%83%AB%E3%82%BA%E3%80%80%E3%82%A2%E3%83%A1%E3%83%AA%E3%82%AB%E5%A4%96%E4%BA%A4%E3%82%92%E5%8B%95%E3%81%8B%E3%81%99%E3%82%AD%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%83%88%E6%95%99%E7%A6%8F%E9%9F%B3%E4%B8%BB%E7%BE%A9%E3%80%8F" ��『エヴァンジェリカルズ　アメリカ外交を動かすキリスト教福音主義』�を読んだ。米国、ドイツ、Vaticanの他に推進者にEvangelicals（福音主義）も加えるべきかもしれない。


� � HYPERLINK "https://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84%E9%80%A3%E9%82%A6%E8%BB%8D" ��ドイツ連邦軍�の「任務」の項参照方


� stateとnationの相違について議論が本格化したのは19世紀のこと。� HYPERLINK "http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%98%E3%83%B3%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%BB%E3%82%B7%E3%82%B8%E3%82%A6%E3%82%A3%E3%83%83%E3%82%AF" �ヘンリー・シジウィック�の� HYPERLINK "http://www.amazon.com/elements-politics-Henry-Sidgwick-ebook/dp/B00OU6O73Q/ref=sr_1_2_twi_2_kin?ie=UTF8&qid=1434355914&sr=8-2&keywords=Elements+of+Politics" ��Elements of Politics �(1891, 2nd ed. 1897)34%、にはthe difference between “State” and “Nation”についての記述がある。概ね：


　nation：　sentiment of unity or fellow citizenship（心情的一体感ないし仲間意識）によってuniteされているa body of human beings。それは、人々が従属すべき単一のindependent governmentを必ずしも必要としない。幾つかのgovernmentを持つ場合もあるし、異なるnationalityに属するpersonsによって構成される一つのgovernmentを持つ場合もある。･･･と論じている。


� 戦争放棄第二項「日本stateに武力も交戦権も無し」は、マッカーサー憲法では一つの文章であり、現行憲法では和文でも英文でも二つの文章になっている。現行憲法でも「日本stateには交戦権無し」は明確だが、マッカーサー憲法の方が、日本stateには武力も交戦権も持たせないぞ、と言うことが明確になっている。また、「nation間紛争を解決する手段としては」の条件が、マッカーサー憲法では第一項側に組み込まれ、現行憲法では第二項側に組み込まれているので、日本stateが武力を持てない且つ交戦権を持てない条件が、現行憲法の方が狭められている。即ち、武力を持ち交戦権を持つ条件が現行憲法では、「nation間紛争を解決する手段」以外なら許されるように拡張されていることが分かる。日本stateが自衛隊を保有することを、現行憲法が許容した理由の一端がここにある。


� stateは、領域・人民・主権という一般的なpublic goodsは持っているが、それ以外の当該collectiveだけに特有なessential collective goodsを持っていることを特定していない概念。
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